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議案第１３号 

   佐野市介護保険条例の改正について 

佐野市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めます。 

令和３年２月１９日提出 

佐野市長 岡 部 正 英 

佐野市介護保険条例の一部を改正する条例 

佐野市介護保険条例（平成１７年佐野市条例第１５２号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改め、同項第１号中「３１,１００円」を「３１,５０

０円」に改め、同項第２号中「４４,９００円」を「４５,６００円」に改め、

同項第３号中「４８,４００円」を「４９,１００円」に改め、同項第４号中

「６２,２００円」を「６３,１００円」に改め、同項第５号中「６９,１０

０円」を「７０,２００円」に改め、同項第６号中「８６,４００円」を「８

７,７００円」に改め、同号ア中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５

条の３第１項」を、「得た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回

る場合には、零」を加え、「この項において」を削り、同項第７号中「９３,

３００円」を「９４,７００円」に改め、同号ア中「２００万円」を「２１

０万円」に改め、同項第８号中「１１４,１００円」を「１１５,８００円」

に改め、同号ア中「３００万円」を「３２０万円」に改め、同項第９号中

「１２４,４００円」を「１２６,３００円」に改め、同号ア中「３５０万

円」を「３７０万円」に改め、同項第１０号中「１３１,４００円」を「１

３３,３００円」に改め、同項第１１号中「１４１,７００円」を「１４３,

９００円」に改め、同項第１２号中「１５２,１００円」を「１５４,４００

円」に改め、同条第２項中「令和２年度の」を「令和３年度から令和５年度

までの各年度における」に、「２万７００円」を「２万１,０００円」に改

め、同条第３項中「令和２年度の」を「令和３年度から令和５年度までの各

年度における」に、「２万７００円」を「２万１,０００円」に、「３万４,

５００円」を「３万５,１００円」に改め、同条第４項中「令和２年度の」

を「令和３年度から令和５年度までの各年度における」に、「２万７００

円」を「２万１,０００円」に、「４万４,９００円」を「４万５,６００
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円」に改める。 

附則第４項中「（昭和３２年法律第２６号）」を削る。 

附則に次の３項を加える。 

（令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率の算定に関

する基準の特例） 

８ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度

における保険料率の算定についての第５条第１項（第６号ア、第７号ア、

第８号ア、第９号ア、第１０号ア及び第１１号アに係る部分に限る。）

の規定の適用については、同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるの

は、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与所得及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合

計額については、同法第２８条第２項の規定によって計算した金額及び

同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から１

０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

によるものとし、租税特別措置法」とする。 

９ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読

み替えるものとする。 

10 第８項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読

み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条の規定は、令和３年度分の保険料から適

用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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理 由 

  介護保険の保険料率を改定し、及び介護保険法施行令の一部改正に伴い

所要の規定を整備するため本条例を改正したいので提案するものです。 
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議案第１３号参考資料 

佐野市介護保険条例の改正案 新旧対照表 

現       行 改   正   案 

（保険料率） （保険料率） 

第５条 平成30年度から令和２年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

第５条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(１) 介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第39条第１項

第１号に掲げる者 31,100円 

(１) 介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第39条第１項

第１号に掲げる者 31,500円 

(２) 令第39条第１項第２号に掲げる者 44,900円 (２) 令第39条第１項第２号に掲げる者 45,600円 

(３) 令第39条第１項第３号に掲げる者 48,400円 (３) 令第39条第１項第３号に掲げる者 49,100円 

(４) 令第39条第１項第４号に掲げる者 62,200円 (４) 令第39条第１項第４号に掲げる者 63,100円 

(５) 令第39条第１項第５号に掲げる者 69,100円 (５) 令第39条第１項第５号に掲げる者 70,200円 

(６) 次のいずれかに該当する者 86,400円 (６) 次のいずれかに該当する者 87,700円 

ア 地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第13号に規定する合計所得金額

（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33

条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１

項、第35条第１項、第35条の２第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、当

該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額と

する。以下この項において同じ。）が120万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ア 地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第13号に規定する合計所得金額

（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33

条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１

項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定の適用

がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別控除額

を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下

同じ。）が120万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないも

の 

イ （略） イ （略） 

(７) 次のいずれかに該当する者 93,300円 (７) 次のいずれかに該当する者 94,700円 

ア 合計所得金額が200万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し ア 合計所得金額が210万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し
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ないもの ないもの 

イ （略） イ （略） 

(８) 次のいずれかに該当する者 114,100円 (８) 次のいずれかに該当する者 115,800円 

ア 合計所得金額が300万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

ア 合計所得金額が320万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

イ （略） イ （略） 

(９) 次のいずれかに該当する者 124,400円 (９) 次のいずれかに該当する者 126,300円 

ア 合計所得金額が350万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

ア 合計所得金額が370万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

イ （略） イ （略） 

(10) 次のいずれかに該当する者 131,400円 (10) 次のいずれかに該当する者 133,300円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(11) 次のいずれかに該当する者 141,700円 (11) 次のいずれかに該当する者 143,900円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 152,100円 (12) 前各号のいずれにも該当しない者 154,400円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和２年度の

保険料率は、同号の規定にかかわらず、２万700円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和３年度か

ら令和５年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２万1,000

円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和２年度の保険料率について準用する。この場合において、前項中「２万700

円」とあるのは、「３万4,500円」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率について準用する。この

場合において、前項中「２万1,000円」とあるのは、「３万5,100円」と読み替えるもの

とする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和２年度の保険料率について準用する。この場合において、第２項中「２万

700円」とあるのは、「４万4,900円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率について準用する。こ

の場合において、第２項中「２万1,000円」とあるのは、「４万5,600円」と読み替える
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 ものとする。 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間、第10条第１項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合及び年7.3パー

セントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合をい

う。）に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が

年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年14.6パーセント

の割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算

した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場

合には、年7.3パーセントの割合）とする。 

４ 当分の間、第10条第１項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合及び年7.3パー

セントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年7.3パーセントの割合に

満たない場合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合にあってはその年に

おける延滞金特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセ

ントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割

合）とする。 

５～７ （略） ５～７ （略） 

 （令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率の算定に関する基準の特

例） 

 ８ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和40年法律第33号）

第28条第１項に規定する給与所得又は同法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所

得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての第５条第１項（第

６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第10号ア及び第11号アに係る部分に限る。）

の規定の適用については、同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは、「所得税法

（昭和40年法律第33号）第28条第１項に規定する給与所得及び同法第35条第３項に規定

する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第28条第２項の規定によって計算

した金額及び同法第35条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から10万円

を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、租税
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特別措置法」とする。 

 ９ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合にお

いて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるものとする。 

 10 第８項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場合に

おいて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替えるものとする。 

 


